
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 15,743 22,600 12,891 20,600

事業費

の内訳

令和3年度決算

【設置補助】３，５５４千円
５人槽：３基、７人槽：１基
【維持管理補助】５，７３７千円
５人槽：３８基、７人槽：６２基、１０人槽：２７基

令和4年度予算

【設置補助】９，８７６千円
（５人槽）８２６千円×４基＋（７人槽）１，０７６千円×５基＋（１０人槽）１，１９２千円×１基
【維持管理補助】７，１２４千円
（５人槽）３２千円×３７基＋（７人槽）４５千円×７１基＋（１０人槽）６８千円×３８基＋（端数整理）
１６１千円

人工 0.5 0.5 0.5 0.5

人件費 3,600 3,600 3,600 3,600

事業費 12,143 19,000 9,291 17,000

うち特定財源 871 1,657 499 1,399

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

浄化槽法、札幌市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱、札幌市合併処理浄化槽維持管理費補助金交
付要綱

他都市の状況

【設置費】他の政令指定都市のうち１２市で同様の補助を実施している。うち６市では、国の基準額を上回る上乗せ
補助を独自に行っている。
【維持費】政令指定都市では仙台市、相模原市が、道内では北見市が補助を行っている。

実施結果

＜補助利用基数＞
【設置補助】
４基
【維持管理補助】
１２７基

事業実施における
工夫点

法定検査の受検を補助要件とすることで適正管理を担保している。

対象者 市民 開始 平成5 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

補助制度によって、下水道事業計画区域外の未水洗化（くみ取り）及び単独処理浄化槽設置世帯における合併処
理浄化槽への転換を促進するとともに、浄化槽の適正管理を促す。

長期

下水道事業計画区域外の専用住宅における合併処理浄化槽の普及を推進することにより、生活排水等が未処理
で放流されることを防止し、河川等の水環境保全を図る。

取組内容

【設置補助】
専用住宅に合併処理浄化槽を設置する者に対して設置費の一部を補助することで、合併処理浄化槽の整備を推
進する。
【維持管理補助】
専用住宅に設置された合併処理浄化槽の清掃費のうち、汚泥引抜量相当費に対する補助を行うことで適正な清
掃を促し、既存浄化槽から排出される水質の維持向上を図る。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 ■ 実施 □ 評価 □ 対象外 □ 回答 ■ 反映

○ A ● B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

○ A ● B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

● 改善 ○ 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
設置補助は全ての補助対象で、維持管理補助は補助対象の約６割で利用されており、対象市民への理解は
得られている。しかしながら、くみ取り及び単独浄化槽設置世帯は高齢者が多く、新規の設備投資を控える
傾向があるため、合併処理浄化槽への転換を更に進める必要がある。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

補助対象となる経費を拡充することで、合併処理浄化槽の転換促進を図る。

予算
くみ取り槽及び単独処理浄化槽の撤去費用並びに既存槽撤去に伴う
宅内配管の工事費用を新たに補助対象に追加する。
浄化槽長寿命化計画を策定するための調査を実施する。

見直し効果額 2,000

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

合併処理浄化槽への転換を更に促進するため、国の補助制度を活用し、くみ取り槽及び単独処理浄化槽の
撤去費用並びに既存槽撤去に伴う宅内配管の工事費用について、新たに補助対象に追加する。
また、浄化槽の維持コストの最小化、既存ストックの最大化を図るため、浄化槽長寿命化計画を策定する。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

設置補助は全ての補助対象で、維持管理補助は補助対象の約６割で利用されており、合併処理
浄化槽の設置促進に寄与している。
また、法定検査の受検を補助要件とすることで、適正な維持管理を担保している。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

本補助制度の運用により各費用負担は市民が許容できる範囲に抑えられている。また、維持管
理補助に係るアンケート結果では、全ての補助利用者が補助制度の継続を希望している。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

B

【設置補助】
全ての補助対象が補助を利用して設置された。
【維持管理補助】
補助対象２０２基のうち約６割の１２７基で補助が利用され、補助利用者の９９％が概ね適正な管
理状態を維持した。より多くの浄化槽で適正管理を促進するため、更に補助利用率を向上させる
必要がある。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

合併処理浄化槽の設置・維持管理は個人の費用負担が大きく、普及を妨げる要因となっているこ
とから、設置・清掃費用の約７割を補助することで、市民の費用負担を軽減し、下水道計画区域外
の専用住宅における浄化槽の設置や適正管理を促すことができている。

64% 65% 62% 65%

項目 判定 理由

453基 452基 462基

成果指標２

指標名 浄化槽の補助対象世帯における適切な維持管理基数の割合

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

127件 134件

成果指標１

指標名 浄化槽設置基数

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

443基

10基

活動指標２

指標名 維持管理費補助件数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

130件 128件

活動指標１

指標名 設置費補助実施基数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

6基 10基 4基


